
   美里町環境保全条例 

 

（目的） 

第１条 この条例は、現在及び将来のすべての町民が自然豊かな美里町の良好な

環境を享受するうえにおいて、環境の保全に必要な事項を定め、もって健康で

文化的な生活に寄与することを目的とする。 

（用語の定義） 

第２条 この条例において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

⑴ 良好な環境 町民が健康で文化的な生活を営むことができる自然環境及び生 

活環境をいう。 

⑵ ごみ等の不法投棄 廃棄物及び土砂等のごみを他人が所有し又は管理する場

所に、相手の同意を得ずにみだりに捨てることをいう。 

⑶ 公共用水域 河川、湖沼、その他公共の用に供される水域及びこれに接続す

る公共溝渠、かんがい用水路その他公共の用に供される水路をいう。 

⑷ 事業主等 町内において事業活動を行う者又は行おうとする者をいう。 

⑸ 空き地等 現に人が使用していない土地又は人が使用していても相当の空閑

部分を有し、人が使用していない土地と同様の状況にある土地をいう。 

⑹ 所有者等 土地又は建物を所有し、占有し、又は管理する者をいう。 

⑺ 備品等 機械、設備、帳簿、書類及びその他の物件をいう。 

⑻ 原材料等 原料、材料、土及び水等をいう。 

（調査及び情報収集） 

第３条 町は、環境の保全に関する調査及び情報の収集に努めなければならない。 

（水質汚濁の防止） 

第４条 何人も、みだりに公共用水域及び地下水の水質を汚濁させてはならない。 

２ 町長は、公共用水域及び地下水の水質保全のために必要な施策を推進するも

のとする。 

３ 町民は、生活排水が環境に与える影響を認識し、水質保全のための必要な措

置を講ずるよう努めなければならない。 

４ 事業主等は、工場及び事業場からの排水が環境に与える影響を認識し、水質

保全のための必要な措置を講じなければならない。 

５ 町長は、前項の規定による必要な措置を事業主等が講じないときは、当該事

業主等に必要な指導又は勧告を行うことができる。ただし、法令又は埼玉県生

活環境保全条例（平成１３年埼玉県条例第５７号）に定めがあるものはこの限

りでない。 

６ 町長は、前項の規定による勧告を受けた者が、その勧告に従わないときは、

その勧告に係る措置をとるべきことを命ずることができる。 



（悪臭に関する規制） 

第５条 著しい悪臭を発生するおそれのある施設（以下「特定施設」という。）を

設置しようとする者は、その特定施設の設置の工事の開始の日の３０日前まで

に、規則で定める図面その他の書類を町長に届け出なければならない。 

２ 一の施設が特定施設になった際現にその施設を設置している者（設置の工事

をしている者を含む。）は、当該施設が特定施設になった日から３０日以内に、

規則で定める図面その他の書類を町長に届け出なければならない。 

３ 前２項の届出をした者で、その届出に係る事項を変更する場合は、当該変更

をしようとする日の３０日前までに、規則で定める図面その他の書類を町長に

届け出なければならない。 

４ 特定施設を設置する者は、当該特定施設について、規則で定める構造並びに

使用及び管理に関する基準（以下「構造等の基準」という。）及び規則で定め

る大気中における臭気指数の許容限度（以下「規制基準」という。）を遵守し

なければならない。ただし、構造等の基準の一部が技術上又は製品の品質管理

上において実施が困難と町長が認めた場合はこの限りでない。 

５ 町長は、特定施設を設置した者が規制基準を遵守しないことによりその周辺

の生活環境が損なわれていると認められるときは、当該特定施設を設置してい

る者に対し、期限を定めて、その事態を除去するために必要な限度において、

規制基準に従うべきことを勧告することができる。 

６ 町長は、前項の規定による勧告を受けた者がその勧告に従わないときは、期

限を定めて、前項の事態を除去するために必要な限度において規制基準に従う

べきことを命ずることができる。 

（不法投棄の禁止） 

第６条 何人も、ごみ等を不法投棄してはならない。 

２ 所有者等は、自らの責任において、その保有する土地、建物の清潔を保ち、

不法投棄の防止に努めなければならない。 

３ 町長は、不法投棄した者を確認するため、不法投棄されたごみ等の状況を調

査することができる。ただし、この規定による調査権限は、犯罪捜査のために

認められたものと解釈してはならない。 

４ 町長は、前項の調査の結果、不法投棄した者を確認したときは、当該不法投

棄した者に対し、期限を定め、原状回復その他必要な措置を命ずることができ

る。 

（除草及び伐採の指導勧告） 

第７条 町長は、空き地等に雑草や樹木が繁茂しているときは、当該空き地等の

所有者等に対し、雑草や樹木を除去するよう指導又は勧告することができる。 

（環境審議会への諮問） 

第８条 町長は、第５条に規定する書類の提出（以下「当該提出書類」という。）



があったときは、美里町環境基本条例（平成１２年条例第４０号）第１６条に

規定する美里町環境審議会（以下「審議会」という。）に諮問することができ

る。 

（意見の通知） 

第９条 町長は、当該提出書類の内容について審査し、前条の諮問を行った際は、 

審議会での答申に基づく意見を付して、その結果を事業主に通知するものとす 

る。 

２ 事業主は、前項の意見を尊重するよう努めなければならない。 

（その他の行為の規制） 

第１０条 町長は、法令又は埼玉県生活環境保全条例に定めがあるもののほか、

次の各号に掲げる行為が、町民の健康と生活環境を阻害するおそれがあるとき

は、当該行為を行う者に対し、必要な指導又は勧告をすることができる。 

⑴ 廃棄物等処理業に伴う行為 

⑵ 振動及び騒音を伴う行為 

⑶ 粉じん飛散を伴う行為 

⑷ 地盤沈下を誘発する行為 

⑸ 燃焼不適物の燃焼行為 

⑹ 電波の障害となる行為 

⑺ 大気の汚染を伴う行為 

⑻ 公共の場所の清潔保持を阻害する行為 

（立入検査） 

第１１条 町長は、この条例の施行に必要な範囲において、職員をして立入り、

当該場所にある備品等を検査させ、原材料等を採取させ、関係者に質問させ、

又は当該場所において行われている行為の状況を調査させることができる。 

２ 前項の規定による立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、

これを提示しなければならない。 

３ 事業主等は、正当な理由がない限り、第１項の規定による立入りその他の行

為を拒み、又は妨げてはならない。 

４ 第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと

解釈してはならない。 

（聴聞） 

第１２条 町長は、第４条第６項、第５条第６項、又は第６条第４項の規定によ

る命令をしようとするときは事業主等に対し、あらかじめ期日、場所及び事案

の内容について通知した上、聴聞を行うものとする。ただし、災害の防止若し

くは生活環境の保全を図るため緊急やむを得ないとき又は事業主等が正当な

理由がなく聴聞に応じないときは、聴聞を行わないで当該処分を行うことがで

きる。 



（委任） 

第１３条 この条例の施行に関し、必要な事項は、規則で定める。 

（罰則） 

第１４条 次の各号のいずれかに該当する者は、６月以下の懲役又は１００万円

以下の罰金に処する。 

⑴ 第４条第６項の規定による命令に違反した者 

⑵ 第５条第６項の規定による命令に違反した者 

第１５条 第１１条第１項の規定による立入りその他の行為を拒み、妨げ又は忌

避、若しくは質問に対して答弁せず、又は虚偽の答弁をした者は、３０万円以

下の罰金に処する。 

（両罰規定） 

第１６条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、

その法人又は人の業務に関し、第１４条、第１５条の違反行為をしたときは、

その行為者を罰するほか、その法人又は人に対して、各本条の罰金刑を科する。 

 

附 則 

（施行期間） 

１ この条例は、平成２２年１０月１日から施行する。 

（現に特定施設の設置を行っている者の届出） 

 ２ この条例の施行の際現に設置され第５条第１項の規定により届出をなすべ

き場合に該当する場合においては、同項の規定により届出をしなければならな

い。この場合において、同項中「その特定施設の設置の工事の開始の３０日前

まで」とあるのは、「この条例の施行後３０日以内」と読み替えるものとする。 

（施行日から平成２２年１０月３０日までの間に新たに特定施設の設置等を行

う者の届出） 

３ 施行日から平成２２年１０月３０日までの間に新たに特定施設の設置等を行

う者で第５条第１項の規定によりなすべき届出については、同項中「その特定

施設の設置の工事の開始の３０日前まで」とあるのは、「この条例の施行後３

０日以内」と読み替えるものとする。 


